
２ 争議行為を伴う争議の状況

(１) 行為形態別の状況

令和２年の「争議行為を伴う争議」を行為形態別にみると、「半日以上の同盟罷業」の件数は35

件、行為参加人員は806人、労働損失日数は1,817日となっており、前年に比べ、件数は8件（29.6％）

増、行為参加人員は4,539人（84.9％）減、労働損失日数は9,185日（83.5％）減となった。

「半日未満の同盟罷業」の件数は34件、行為参加人員は5,324人となっており、前年に比べ、件数

は1件（3.0％）増、行為参加人員は6,285人（54.1％）減となった。（第２表）

第２表 争議行為を伴う争議の行為形態別件数、行為参加人員及び労働損失日数の推移
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(２) 産業別の状況

令和２年の「争議行為を伴う争議」を産業別にみると、件数は「医療，福祉」18件が最も多く、次

いで「製造業」13件、「運輸業，郵便業」９件であった。

行為参加人員は「医療，福祉」4,438人が最も多く、次いで「製造業」1,003人、「運輸業，郵便業」

260人であった。

労働損失日数は「教育，学習支援業」605日が最も多く、次いで「運輸業，郵便業」527日、「医療，

福祉」350日であった。（第３表）

第３表 産業別争議行為を伴う争議の件数、行為参加人員及び労働損失日数

令和２年

件 数
行為参加
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労働損失

日数
件 数

行為参加
人員

労働損失
日数

件 数
行為参加

人員
件 人 日 件 人 日 件 人

57 6,013 1,817 35 806 1,817 34 5,324
(49) (17,763) (11,002) (27) (5,345) (11,002) (33) (11,609)

農業，林業､漁業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

鉱業，採石業，砂利採取業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

建設業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

製造業 13 1,003 327 10 325 327 6 779
(9) (919) (313) (8) (313) (313) (6) (711)

電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - -
(2) (2,819) (-) (-) (-) (-) (2) (2,819)

情報通信業 7 247 1 1 1 1 6 246
(7) (620) (-) (-) (-) (-) (7) (620)

運輸業，郵便業 9 260 527 6 230 527 3 30
(10) (5,919) (7,199) (8) (4,689) (7,199) (3) (316)

卸売業，小売業 3 6 6 3 6 6 - -
(5) (922) (3,185) (3) (92) (3,185) (2) (830)

金融業，保険業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

不動産業，物品賃貸業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

学術研究，専門・技術サービス業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

宿泊業，飲食サービス業 1 1 1 1 1 1 - -
(1) (6) (48) (1) (6) (48) (-) (-)

生活関連サービス業，娯楽業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

教育，学習支援業 5 57 605 3 45 605 3 15
(1) (5) (5) (1) (5) (5) (-) (-)

医療，福祉 18 4,438 350 11 198 350 15 4,253
(12) (6,523) (252) (6) (240) (252) (11) (6,283)

複合サービス事業 - - - - - - - -
(1) (28) (-) (-) (-) (-) (1) (28)

サービス業（他に分類されないもの) 1 1 - - - - 1 1
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (1) (2)

公務（他に分類されるものを除く） - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

分類不能の産業 - - - - - - - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

注： ( )内は、令和元年の数値である。
1) 産業は、労働争議を行った組合の組合員が雇用されている事業所又は企業の産業を示し、日本標準産業分類

（平成25年10月改定）の大分類に基づき、その主要生産品名又は事業の内容により決定する。
「分類不能の産業」とは、１組合が複数企業の労働者で組織されており、それぞれの企業の主要生産品名又は
事業の内容が異なる場合など、産業分類が特定できないものをいう。

2) 「争議行為を伴う争議」には、「同盟罷業」のほかに「作業所閉鎖」、「怠業」及び「その他」の形態を含む。
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(３) 企業規模別（民営企業）の状況

令和２年の民営企業における「争議行為を伴う争議」をみると、争議行為を伴う争議のあった企

業数[延べ数]は136企業、行為参加人員は6,013人、労働損失日数は1,817日であった。

企業規模別にみると、企業数[延べ数]は「100～299人」、行為参加人員及び労働損失日数は「1,000

人以上」で最も多くなっている。（第４表）

第４表 企業規模別（民営企業）争議行為を伴う争議の企業数、行為参加人員及び労働損失日数

(４) 主要団体別の状況

令和２年の「争議行為を伴う争議」について加盟している主要団体別に件数、行為参加人員、労働

損失日数をみると、「連合」は５件、173人、561日、「全労連」は35件、5,370人、554日、「全労協」

は５件、14人、111日であった（第５表）。

第５表 主要団体別争議行為を伴う争議の件数、行為参加人員及び労働損失日数
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計
1)

57 6,013 1,817 35 806 1,817 34 5,324
(49) (17,763) (11,002) (27) (5,345) (11,002) (33) (11,609)

連 合 5 173 561 1 41 561 4 132
(5) (108) (3,204) (3) (87) (3,204) (2) (21)

全 労 連 35 5,370 554 22 530 554 23 4,954
(27) (8,677) (573) (14) (561) (573) (24) (8,235)

全 労 協 5 14 111 3 11 111 2 3
(5) (842) (12) (2) (12) (12) (3) (830)

その他
2)

12 456 591 9 224 591 5 235
(14) (8,964) (7,213) (8) (4,685) (7,213) (6) (3,351)

注： ( )内は、令和元年の数値である。
1) 複数の団体に重複加盟している労働組合があるため、件数、行為参加人員、労働損失日数の計とそれぞれの加盟主要団体の数値の合計とは
必ずしも一致しない。

2) 「その他」とは、連合、全労連及び全労協に加盟していない労働組合をいう。
3) 「争議行為を伴う争議」には、「同盟罷業」のほかに「作業所閉鎖」、「怠業」及び「その他」の形態を含む。
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企業 人 日 企業 人 日 企業 人

136 6,013 1,817 58 806 1,817 94 5,324
(178) (14,944) (11,002) (73) (5,345) (11,002) (117) (8,790)

1,000人 以上 28 1,975 1,007 14 168 1,007 18 1,808
(41) (2,768) (930) (14) (176) (930) (28) (2,592)

300～999人 27 971 255 16 255 255 15 727
(34) (1,582) (522) (13) (323) (522) (23) (1,259)

100～299人 45 1,121 368 19 326 368 34 900
(48) (1,655) (566) (19) (538) (566) (37) (1,401)

99人 以下 28 252 187 9 57 187 19 195
(27) (240) (3,239) (15) (114) (3,239) (13) (113)

そ の 他 8 1,694 - - - - 8 1,694
(28) (8,699) (5,745) (12) (4,194) (5,745) (16) (3,425)

注： １組合が複数企業の労働者で組織されている合同労組については、１合同労組を１企業として計上し、企業規模別には、１つの企業のみを
相手に交渉をしている場合には、当該企業の企業規模により計上し、複数企業を相手に交渉をしている場合には、「その他」に計上している。

( )内は、令和元年の数値である。
1) 企業規模は、企業の全常用労働者数による。
2) 「争議行為を伴う争議」には、「同盟罷業」のほかに「作業所閉鎖」、「怠業」及び「その他」の形態を含む。
3) 企業数[延べ数]は、労働争議を行った組合の組合員が雇用されている企業を集計したものである。

なお、１件の争議でも複数企業に及ぶもの（企業外連合）は、争議の対象となったすべての企業について、企業規模別に計上し、1企業に
おいて複数の争議があった場合は、争議ごとに計上して集計している。
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